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２Ｇ０１ 

知的財産情報による製品ライフサイクルとアーキテクチャの定量分析 

 

 
○中尾武寿（名古屋商科大学大学院）、伊佐田文彦（関西大学） 

 

 

 
緒言 

企業経営者にとって、企業価値を持続的に最大

化させることは極めて重要な関心事である。その

ために必要なイノベーションを明らかにするた

めに、これまで多くの研究が行われてきた（佐伯、

2008)。 

近年、これらイノベーション研究において製品

アーキテクチャ論が注目されるようになってき

た。この製品アーキテクチャ論は、従来のイノベ

ーション研究の対象が製品全体のイノベーショ

ンであったのに対し、製品を構成する個々の部品

のイノベーションや部品間の関係性を研究の対

象としていることに特徴がある。すなわち、製品

を構成する個々の部品のイノベーションや、それ

ら部品同士の関係性の相違によっても製品全体

の差別化が可能であると考えている（藤本、2005）。

ここで、製品アーキテクチャとは、ある製品の構

成要素をどのように分解し、どのようなルールで

結合するかについての基本設計思想と言うこと

ができる。 

F. Isada 及び Y. Isada（2012）は、この製品

アーキテクチャ論の考え方を製品ライフサイク

ル及び垂直統合や水平分業といった生産形態と

結び付け、製品のアーキテクチャとその生産形態

は、製品のライフサイクル上の各フェーズに合わ

せて設計することが重要であると提唱した。すな

わち、図１に示したように製品アーキテクチャで

ある構成品の標準化度と、生産形態としての組織

の統合度の 2軸で、製品のライフサイクルを導入

期、成長期、成熟期（前半）及び成熟期（後半）

の 4つのフェーズに分け、それぞれカスタム（イ

ンテグラル型）構成品の垂直統合による生産、カ

スタム構成品の水平分業による生産、標準（モジ

ュラー型）構成品の水平分業による生産及び標準

構成品の垂直統合による生産が適合する製品ア

ーキテクチャと生産形態の組合せであるとした。 

本研究では、この製品ライフサイクルと製品ア

ーキテクチャ及びその生産形態とを適合させる

ことの重要性を、特許を中心とした知的財産情報

と営業利益率といった財務情報を用いて定量的

に検証し、企業価値を最大化させる製品戦略の策

定指針の導出を目的とした。 

以下、本研究に関連した先行研究を紹介し、本

研究で検証を試みる仮説とその検証方法を述べ

る。検証にはパネルデータ分析も導入し、定量的

かつ解析的に行った。検証に使用した知的財産情

報の出願人としては、欧州、米国、韓国及び日本

の電機・IT 企業を取り上げた。 

 

先行研究 

本研究に関連する先行研究として、特にイノベ

ーションに関するものは以下の通りである。従来

のイノベーション研究では、進歩する技術の種類

は、その製品のライフサイクルに伴って変化する

とされてきた（Abernathy and Utterback、1978)。

すなわち、製品が市場に投入された初期の頃には、

まだまだ製品自体に改良の余地があり、その技術

イノベーションが盛んに行われるが、その改良の

余地が少なくなってくると、次第にそれに替わっ

て生産コストを下げるための生産技術のイノベ

ーションが主流になってくるというものである。 

また、製品のライフサイクルに伴って、企業組

織に求められる能力も変質する。ライフサイクル

の初期の頃には非公式のコントロールが主体で

あり、傑出した個人の存在やあいまいな組織構造、

柔軟な調整や高度なコミュニケーションが特徴

となる。他方で、ライフサイクルの後期には、企

業は標準化された製品を大量生産するために、傑

出した個人ではなく専門経営者が求められ、組織
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構造は層化されたヒエラルキーとなり、通常のオ

ペレーションのためのルールが重んじられるよ

うになる。 

組織構造の変化や、技術イノベーションの余地

が限界に近づき、製品は次第にコモディティ化す

る。このコモディティ化した製品に新たなイノベ

ーションを起こし、新たな需要を喚起するための

議論の中で、技術の進歩は「漸進的」か「急進的」

か、あるいは「持続的」か「破壊的」かといった

比較が用いられるようになった。後者は近年、破

壊的イノベーションの重要性として知られてい

る（Christensen、1997)。 

しかし、これらの研究で議論されたイノベーシ

ョンとは、製品全体に関したものであり、製品を

構成する個々の部品のイノベーションや部品間

の関係性については十分に議論されてはいなか

った。これに対し 1990 年頃から、製品を構成す

る個々の部品のイノベーションや、それら部品同

士の関係性の相違によっても、製品全体としての

差別化が可能であることが指摘されるようにな

った。これが前節に述べた製品アーキテクチャの

概念である。 

たとえば、Henderson and Clark (1990) は、

イノベーションが構成要素そのものの技術イノ

ベーションだけではなく、既存の構成要素間の繋

ぎ方の変化（アーキテクチュラル・イノベーショ

ン）によっても起こり得ることを指摘し、イノベ

ーション研究にアーキテクチャ視点からの議論

の必要性を提起した。このアーキテクチュラル・

イノベーションによると、市場で支配的な立場に

あるリーダー企業に対し、チャレンジャー企業は

その構成要素の開発能力に正面から挑まなくて

も、アーキテクチャを変化させることで対抗する

ことが可能であると示されている。この製品アー

キテクチャ論に関しては、構造要素と機能要素と

の対応関係の深さに応じてインテグラル型かモ

ジュラー型か、そしてインターフェースの開放度

に応じてクローズド型かオープン型かといった

評価軸が用いられるようになった（Morris and 

Ferguson & Utterback、1993、1994)。 

欧米の研究では、インテグラル型のアーキテク

チャよりもモジュラー型のアーキテクチャを高

度に考えており、オープン･モジュラーを標準化

と結びつけて、産業内のプラットフォーム・リー

ダーとなることの重要性が説かれている。 

一方で、日本ではインテグラル型アーキテクチ

ャに優位性を求めることが多い（近藤、2007）。

これは、欧米では情報技術やパソコン等のハイテ

ク機器を分析対象としているのに対し、日本では

自動車やDVDレコーダなど高付加価値のハイテク

機器を分析対象としていることに関係があると

考えられる。 

佐伯（2008）は、これら製品アーキテクチャ論

の課題として、大きく次の 4つをあげている。一

つ目は、欧米の一部の企業が得意とするプラット

フォーム・ビジネスの応用可能性についての研究

の深化、二つ目は、製品アーキテクチャの定量的

評価方法の確立、三つ目は、製品アーキテクチャ

と産業構造についての更なる議論、そして四つ目

は、複合要素技術型製品の評価方法である。 

この二つ目の課題に応えるかのように、大鹿

（2008）はインテグラル・アーキテクチャ指標を

アンケートにより算出し、回帰分析により営業利

益率との相関を報告した。また、中川（2008）も

製品アーキテクチャと企業の組織能力及び知識

との間に適合関係があることを定量的に示した。 

前節で述べた F. Isada 及び Y. Isada（2012）

の研究は、これら製品アーキテクチャ論の研究に

続いて、製品ライフサイクルのフェーズに適した

製品アーキテクチャと生産形態を選択すること

の重要性を指摘したものである。 

 

仮説と検証 

本研究では、これら一連のイノベーション研究

の中で、製品ライフサイクルと製品アーキテクチ

ャ及び生産形態とを適合させることの重要性の

定量的かつ解析的検証を試みた。 

検証に当たってはさらに以下の仮説を置いた。

まず、図１の左上の導入期から右上の成長期に移

る過程では、水平分業に向けた活発な研究開発が

行われることより、特許出願件数と共同出願件数

はともに増加し、特に共同出願比率が水平分業の

進捗度合いと共に高くなる。協業している他社と

のすり合わせが重要なフェーズであり、共同開発

された技術は共同で特許出願される機会が多く

なると考えられるためである（池田、元橋、2010）。

次に、右上の成長期から右下の成熟期（前期）へ

移る過程では特許出願件数と共同出願件数は共

に減少し、共同出願率も低くなる。この過程では

生産技術の重要性が高くなり、それらはノウハウ

やブラックボックス技術として企業内に蓄積さ

れ、知的財産権として公開される機会が少なくな

ると考えられるからである。さらに、成熟期（前

期）から成熟期（後期）に移る過程では、特許出

願件数は増加するが、共同出願件数と共同出願率

は共に減少する。プラットフォーム･リーダーと

なるために特許出願は活発に行われるが、垂直統

合を志向するため共同研究が減少し、共同出願が

減少すると考えられるからである。企業価値の増

減の指標としては、本業の経営成績を示す営業利

益率を使用した（大鹿隆、2008）。分析対象は欧

州、米国、韓国及び日本の電機・IT 企業とし、日
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本はパナソニック、ソニー、シャープ、日立及び

東芝、米国はゼネラル・エレクトリック（GE）、

インテル、マイクロソフト、グーグル及びアップ

ル、欧州はフィリップス及びシーメンス、そして

韓国はサムスン電子及び LG エレクトロニクスの

各データを分析した。 

 

結果 

まず、各企業の 2002 年から 2011 年までの 10

年間の特許出願件数と共同出願率を、欧米専業、

欧米総合、韓国総合及び日本総合の各地域・ドメ

インにグループ化し、それぞれ図 2から図 5に示

した。また、営業利益率の変化も同様に各企業を

グループ化し、それぞれ図 6 から図 9 に示した。

欧米専業としてはインテル、マイクロソフト、グ

ーグル及びアップルを、欧米総合としては GE、フ

ィリップス及びシーメンスを、韓国総合としては

サムスン電子及び LG エレクトロニクスを、そし

て日本総合としてはパナソニック、ソニー、シャ

ープ、日立及び東芝をグループに含めた。 

欧米専業の企業に関しては、図 2に示したよう

に、近年特許出願件数の増加傾向が見られるが、

インテルを除いて共同出願率は低下している。こ

れは成熟期（後半）に見られる特徴であり、特に

IT 企業はプラットフォーム・リーダーを志向する

ことにより収益性を高めていると考えられる（図

6）。 

欧米総合の企業に関しては、図 3に示したよう

に、特許出願件数は横ばいか減少しているが、共

同出願率は GE を除いて増加傾向にあり、図 7 よ

り営業利益率も概ね増加傾向にある。これより、

現在は成長フェーズにあり、パートナーとの連携

が収益増を実現していると考えられる。 

韓国総合の企業に関しては、図 4に示したよう

に、特許出願件数が減少しているものの共同出願

率の上昇傾向がみられる。営業利益率は横ばいと

なっており、導入期の特徴が一部見られる（図 8）。 

日本総合の企業に関しては、図 5に示したよう

に、特許出願件数と共同出願率が共に概ね減少し

ている。図 9に示したように、営業利益率も減少

傾向にあり、図１の成熟期（前半）の特徴が見ら

れる。これより、日本総合の企業はすでに成熟期

（前半）に位置していると考えられるが、そのポ

ジションに合ったビジネスモデルを取ることに

遅れをとってしまったことが、営業利益率の低下

を招いてしまったのではないかと考えられる。今

後は、成熟期（後半）に向けて事業再編を行い、

プラットフォーム・リーダーを目指すことも再生

に向けた一つの戦略である。 

次に、各企業の特許出願件数、共同出願率及び

営業利益率の 2002 年から 2011 年までのデータを

用いてパネルデータ分析を行った。 

 

 
分析対象企業を前述の分析同様、欧米専業、欧

米総合、韓国総合及び日本総合の各地域・ドメイ

ンにグループ化し、それぞれの特許出願件数と営

業利益率からの分析結果を表１に、共同出願率と

営業利益率からの分析結果を表 2にまとめた。 

表 1と表 2に示した結果より、欧米専業の企業

に関しては、特許出願件数と営業利益率との正の

相関及び共同出願率と営業利益率との負の相関

が他の地域・ドメインよりも強く、成熟期（後半）

のフェーズにふさわしい戦略を取ることにより

収益性を上げているということができる。すなわ

ち、モジュラー化した部品やアプリなどを、スマ

ホ・プラットフォームなどとして自社製品に内部

化することで高収益化しており、仮説の通りの戦

略を取ることにより成果を上げていると考えら

れる。 

また、韓国総合の企業に関しては、共同出願

率と営業利益率との相関が比較的高く、導入期の

フェーズにふさわしい戦略をとっている。成長の

見込める新規事業への戦略投資（M&A など）を通

じて高収益化していると考えられ、これも仮説通

りの戦略を取ることにより成果を上げていると

考えられる。 

欧米総合の企業に関しては、特許出願件数と
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営業利益率との相関は比較的小さいが、共同出願

率と営業利益率との相関は比較的高い。したがっ

て、成長期の戦略を取っていると考えられ、重電

や医療機器のような自社のインテグラルな製品

を、パートナーと連携して開発することで高収益

化していると考えられる（ただし、有意水準 10%）。 

日本総合の企業に関しては、特徴的な分析結

果は得られなかった。 

さらに、企業ごとのパネルデータ分析も行った。

その結果、特にアップルにおいて特許出願件数の

増加と、共同出願率の低下に営業利益率との相関

が高く、成熟期（後半）の特徴がみられた。 
 

結論 

（１）製品ライフサイクルと製品アーキテクチャ

及びその生産形態とを適合させることの重要性

に関して、欧州、米国、韓国及び日本の電機・IT

企業の 2002 年から 2011 年までの特許出願件数と

共同出願率及び営業利益率によりパネルデータ

分析を用いて定量的かつ解析的な検証を行った。 

（２）欧州専業の企業は、成熟期（後半）のフェ

ーズにふさわしい戦略をとっており、仮説の通り

高い収益性を上げている。 

（３）欧米総合の企業は、成長期のフェーズに合

った戦略を取っており、仮説の通り収益性の向上

に貢献している。 

（４）韓国総合の企業は、導入期のフェーズにふ

さわしい戦略を取っており、やはり仮説の通り収

益性の向上を指向している。 

（５）日本総合の企業には明確な戦略が見えてい

ないが、現在のフェーズにあった戦略を取り、さ

らに収益性の高いフェーズへ移行することによ

り、今後、収益の最大化を狙うことが望まれる。 

（６）今後の課題としては、本研究で分析対象と

した企業が有する事業ごとあるいは製品ごとの

検証があげられる。本研究で分析対象とした企業

は、それぞれ自社内で複数の事業や製品の生産を

行っており、これら複数の事業や製品のライフサ

イクルのフェーズが混在していると考えられる。

したがって、事業ごとあるいは製品ごとの分析を

行うことにより、さらに明確な製品戦略の策定が

可能になるものと考えられる。 
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